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大阪府域版 

大阪市域版 

堺市域版 

北摂ブロック版 

北河内ブロック版 

中・南河内ブロック版 

泉州ブロック版 

府内各市町村版 

大阪維新の会 マニフェスト２０１９ 
大阪府域全体の広域戦略を進めるとともに、 
府内各自治体、及び中広域ブロックから総合的に施策立案を展開していく 
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項 目 具体的施策 現状・課題認識 

身を切る改革 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
議会改革 
 

人口減尐、超高齢化社会に突入する昨今におい
て、税金の無駄遣いをなくし、持続可能な市政
運営に努めることが極めて肝要である。 
政治家自らが率先し身を切る改革を進めること
で、政治家の覚悟を行政・市民に示すと共に、
行政の意識改革を図り、市民目線の茨木市政を
確立する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

・議員報酬 ２割削減(本会議 
で否決。自主的に徴収) 
 
・ 議員定数 ２割削減(平成２
８年１２月議会可決) 
 
・ 政務活動費全廃(維新＋他会
派の提案により５年ぶりに報
酬審議会開催実現。 
 平成30年９月議会において
４万円→２万５千円に削減実
現。同月より会派として不需
給。 
 
・議会基本条例の見直し 
・議会政治倫理条例の制定 
・市議会におけるペーパー 
 レス化 
・議長選挙、立候補制にして 
 候補者の公約を明らかにす   
る。 
・市議会独自の災害対応 
 マニュアルを作成する。 
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安全で快適な都市
整備 
 
 
 
 
 
北部地域の振興 
 
 
商工業の振興 
 
 
 
農と福祉の連携 
 
 
野生鳥獣の活用 
 

慢性的な渋滞の解消、快適な住環境の推進、さ
らには、道路空間を活用した沿道のにぎわい創
出に取り組むことで経済の活性化を図る。 
 
阪急茨木市駅・JR茨木駅を中心とする都市機
能の再整備を図る。 
 
交通空白地域と都市部、主要機関等とを循環す
るコミュニティバスを運行させる。 
 
ダム湖に遊歩道を整備、周辺地域に宿泊施設や
オートキャンプ場の整備など、民間活力を利用
して積極的に観光資源として活用を図る。 
 
新名神高速道路の新インターチェンジ完成に伴
い、東西交通の要衝としての利便性と企業移転
や創業支援に今まで以上に取り組み、地域の活
性化に取り組む。 
 
 
 
 
 
 

阪急・JR茨木駅間の一方通行
化 
 
 
中心市街地の活性化 
 
 
コミュニティバスの運行 
 
 
安威川ダム湖周辺地域の活用 
 
 
 
創業支援、企業誘致のための
優遇税制の制度充実 
 
 
 
耕作放棄地を活用し、障がい
者の雇用促進や自立支援をす
すめる。 
 
 
増え続ける鹿や猪などの野生
鳥獣を駆除するだけでなく、
ジビエ料理など資源として有
効に活用する。 
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行政サービスの広
域連携 
 
 
 
 
 
民間人材の活用 
 
安全対策の強化 
 
防災対策の強化 
 
 

人口減尐化の中、縮小する財政状況に耐えうる
持続可能な財政基盤を築くべく、コンパクトな
行政、行政サービスの効率化、市民サービスの
さらなる向上を図る必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・消防、ゴミ収集、図書館等 
近隣市との広域連携 
 
※北摂７市の図書館広域連携 
実現済み 
 
※ゴミ収集 摂津市との協定
締結 
 
 
定年を迎えた民間の方の雇用 
 
茨木市独自に通学路以外でも 
積極的に防犯カメラを設置 
 
避難所として指定されている
学校体育館に加えて、配慮を
要する避難者のために教室の
開放、コミュニティセンター
なども避難所に加える。 
 
企業と連携した防災教育をす
すめる。 
 
大阪消防庁への参加とともに 
北摂４市１町による「ハイ
パーレスキュー隊」の創設を
めざす。 
 
 
 
 
 
 
 
 



民間人を登用し、教育委員会を活性化させる。 
 
 
一人親家庭、共働き家庭の増加に加え、お弁当
を持参できない事情を抱えた子どもが増えてい
る。家庭の状況により、成長の格差、学力の格
差を生むことがないよう、現在の選択制ランチ
ボックスではなく全員給食を導入する必要があ
る。 
 
・保育園を増やすだけではなく、ベビーシッ
ターや認可外保育施設などの民間サービスを受
ける際の経済的負担を軽減したり、一時預かり、
休日・夜間保育など、多様なニーズに合った
サービスを安心して受けて頂ける体制が必要で
ある。 

教育委員に公募制を導入する。 
 
 
中学校給食全員喫食の実現 
 
 
 
 
 
 
・子育て応援・塾代バウチャー  
制度 
・幼児教育・保育の無償化 
・認可外保育に対する助成 
・在宅子育て世帯への給付金 
・学童保育の６年生まで引上げ 
・学童保育の民間委託 
 
 
 
子どもの命を守るため、虐待通
報ホットラインの周知徹底と警
察、医療機関、自治体との連携
強化 

 
教育改革 
 
一人も見捨てな
い教育 
 
 
 
子育て支援 
 
 
 
 
子どもの安全 
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・医療資源の分析とそれに伴う 
支援施策 
・産科、小児科医の労働環境の 
 改善 
・女性医師の活躍できる環境の 
 整備・充実 
 

医療制度改革 
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